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はだの脱炭素コンソーシアム事務局

はだの脱炭素コンソーシアム（第８回定例協議会）

－ 振り返りと近況報告－

秦野市
水とみどりに育まれ 誰もが輝く 暮らしよい都市
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振り返り（脱炭素コンソーシアムとは）

 持続可能な取組として

本市域を中心に活動する事業者が、ＳＤＧｓやＥＳＧ投資に代表される“脱炭素”をキーワードとした事業経営の潮流に取り残

されることなく、産業界では「優良なサプライチェーン」として、他の業界でも「地域の範たる事業者」として持続可能な

発展と成長を遂げられるよう構築していくこととし、その成果は、地域脱炭素への産物として還元されることを期待するものです。

ご参画いただいた皆様で創り上げていく共同体ですので、皆様が抱える“悩みや課題”が運営のカギとなります。

自治体等
【市役所・団体など】

関係・専門機関等
【大学や官庁など】

市内事業者
【商工業者・金融事業者など】

TCFD・SBT・RE100
実践事業者

包括連携協定等
締結事業者
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共同研究
など

※共同の目的を持つ複数の
組織が協力するため結成
する共同体
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 会議運営について

令和５年度設立から４年目を迎えますが、この間、「脱炭素経営に取り組む事業者によるセミナー」や「肩ひじを

張らない意見交換会」などを軸に会議を重ねるとともに、令和７年度は、市がPPA方式により導入した太陽光発電設

備の視察や脱炭素系ポータルサイト「はだのde脱炭素」において、２社程度の企業取材を掲載するなど、地道に地域

脱炭素の推進を進めてきました。

振り返り（定例協議会）

日 時 内 容 参加事業者数（秦野市役所含む）

R5.6.2(金) 設立総会・第１回定例協議会 25事業者／41名

9.15(金) 第２回定例協議会 20事業者／26名（WEB：少数事業者）

12.5(火) 脱炭素事業経営セミナー 11事業者／15名（WEB：少数事業者）
※他市事業者、大学生及び市議会議員の参加有

R6.3.8(金) 第３回定例協議会 11事業者／13名（WEB：9事業者）

7.12(金) 第４回定例協議会 18事業者／24名（対面のみ）

R7.3.11(火) 第５回定例協議会 10事業者／15名（対面のみ）

7.8(火) 第６回定例協議会 23事業者／35名（対面のみ）

R8.3.11(水) 第７回定例協議会 24事業者／28名（対面のみ）

8.25(火) 第８回定例協議会(今回)

参考：参画事業者数 【設立時】35事業者・団体 ⇒ 【現時点】52事業者・団体

そうした中で、事業活動と共存する地域脱炭素の推進には“できること・できないこと”あるいは“やりた

いこと・やれないこと”など、事業者間における様々な温度差があることも実感しています。

事務局としては、情報提供・共有、さらには、参画事業者の脱炭素活動を多方面から支援（ポータルサイトを活用

した情報発信など）し、皆で意見や知恵を出し合い共創できる場を整えながら、一歩一歩伴走していきます。

国や県の補助金や支援策の情報

がワンクリックで入手可能。
新着情報ページを設け、
最新のトピックを掲載。



１ 第１７回秦野市植樹祭参加報告について（令和８年５月１６日＠弘法山）

２ 「ゼロカーボンシティはだの」実現に向けたCO2排出量削減現状について

３ 市域の脱炭素化を推進する施策の取組み状況について

秦野市

水とみどりに育まれ 誰もが輝く 暮らしよい都市

近況報告
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近況報告①

第１７回秦野市植樹祭参加報告について【令和８年５月１６日(土) ＠弘法山】

当日は晴天にも恵まれ、参加者全体でミツマタやイロハモミジなど200本の植樹を行い、

今回の植樹で、約７３３㎏—CO2の吸収に貢献できました！

秦野市
水とみどりに育まれ 誰もが輝く 暮らしよい都市

はだの脱炭素コンソーシアムからは、
株式会社NITTAN、秦野ガス株式会社、株式会社リンレイ秦野工場、
UMC・Hエレクトロニクス株式会社、岳石電気株式会社、Astemo株式会社秦野工場、
明治産業株式会社、秦野市役所の８事業者３０名が参加しました。
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-Ⅰ産業部門（第一次及び第二次産業の事業活動から排出される二酸化炭素量）

-ⅡA民生(業務)部門（第三次産業の事業活動から排出される二酸化炭素量）

-ⅡB民生(家庭)部門（一般家庭の経済活動から排出される二酸化炭素量）

-Ⅲ運輸部門（住宅・工場・事業所の外部で人・物の輸送・運搬により排出される二酸化炭素量）

■区域施策編（秦野市域）における部門別削減量及び吸収・固定化量の推移

-Ⅳ廃棄物部門（一般廃棄物の焼却や下水処理等により排出される二酸化炭素量）
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吸収・固定化策に係るKPI（右表）及びその他
市域全体で実施する整備（面積等）を国等が公
表する簡易的推計手法に当てはめ算出したもの

2013年度比で

26.7％の削減

(総排出量:６３３千t-CO2)

あと、▲19.3％
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近況報告②「ゼロカーボンシティはだの」実現に向けたCO2排出量削減現状について



ゼロカーボンな暮らし創出補助金
２０５０年ゼロカーボンシティの実現に向けて、令和８年度からのゼロカーボン全体の取組みを広めるため、家庭における省エネル
ギー及び創エネルギー化を進める補助制度を創設

令和８年度
（2026年度）

令和９年度
（2027年度）

令和12年度
（2030年度）

令和10年度
（2028年度）

１年目 ３年目 ４年目 ５年目

令和13年度
（2031年度）

令和11年度
（2029年度）

２年目

525万円 525万円 345万円375万円

総合計画

温対計画
施行

令和17年度
（2035年度）

前提条件を必要と
するため未記載

▲ 1,982t-

▲ 525t-

▲ 39t-

▲ 318t-

▲ 1,100t-

④ＺＥＨ【25万円/軒】：50万円(2件想定)

⑦薪補助【2,000円/パレット】：40万円(200件想定) ※バイオマス産業都市構想に掲げる短期プロジェクト

①ＬＥＤ【事業者のみ,20万円/件】：100万円(5件想定)

⑤Ｖ２Ｈ【事業者を含む】：25万円(各５件想定)

⑥ＥＶ【事業者を含む】：50万円(10万円／各５件想定)

345万円

【補助率:1/2】

【定額】

【補助率:定額】

【補助率:定額】

（一般家庭(※)の約800世帯分）

【補助率:定額】

②住宅用太陽光発電システム

【1.5万円/kW・上限5kW】： 225万円(30件想定)

【補助率:定額】

②住宅用太陽光発電システム

【1.5万円/kW・上限5kW】： 150万円(20件想定)

④ＺＥＨ【10万円/軒】：20万円(2件想定)
【補助率:定額】

③住宅用蓄電システム

【1万円/kW・上限5kW】：150万円(30件想定)

③住宅用蓄電システム

【1万円/kW・上限5kW】：100万円(20件想定)

【補助率:定額】【補助率:定額】

【補助率:定額】

～森林環境譲与税～

事業名 LED 太陽光 蓄電池 ZEH

件数 ５件／５件 ３１件／30件 ３１件／30件 ２件／２件

6月15日
受付終了
（R8.5.1～6.15）

▲ 14.５t-

近況報告③－１ 市域の脱炭素化を推進する施策の取組み状況について
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補助内容と対象世帯数

家庭における省エネ家電製品の購入費及び設置費の１／３
（上限５万円）

対象世帯数：750世帯
加算措置 ：OMOTANポイントでの受取（５千ポイント）

市内本店での購入（１万円）
非課税世帯（１万円）

実施期間

令和８年７月１日から令和９年３月１２日
（予算上限に達し次第、終了）

省エネ家電買い換え促進事業
国の物価高騰対応重点支援地方創成臨時交付金を活用して、2050年ゼロカーボンシティの実現に向け、家庭における
「脱炭素化」を進め、エネルギー消費量の削減を図るため、家庭用エアコン・冷蔵庫の省エネ機器を取り入れるために
必要な費用の一部を補助するもの。

既存の家電を多段階評価点3.0以上(新ラベル)／★３以上(旧ラベル)のエアコン・冷蔵庫に買い
換える場合

１世帯当たり１回（２台）まで
市内の販売店で購入

補助要件

７０１件／７５０件（93.5％）

受付状況（８月１８日現在）

４１,２５２千円

事業費
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近況報告③－２ 市域の脱炭素化を推進する施策の取組み状況について



「脱炭素はだのグリーンネットワーク」との連携について

市（事業者） 市民

秦野市地球温暖化対策推進本部
において、提案された内容につい
て検討を進める。

脱炭素はだのグリーンネットワーク
脱炭素はだの市民会議に参加した市民有志
が立上げた、市民目線での脱炭素化を目指す
団体
・第０会（3/29） 参加市民： ３名
・第１会（4/26） 参加市民： ６名
・第２会（5/24） 参加市民：１２名
・環境フェスタ(6/27)参加市民： ８名
・名水フェス（8/1） 参加市民： ７名
・市民の日（11/3） 参加予定
※その他随時オンライン会議を開催

令和７年度、県の「地域向け脱炭素普及啓発事業」として、市民が脱炭素社会の実現に向けて意見交換を行う「脱炭素はだ
の市民会議」が本市で開催されました。
後継の市民団体として「脱炭素はだのグリーンネットワーク」が組織され、市民ができる脱炭素アクションについて研究を
深めるほか、市民提案内容の周知について、市のイベントに展示出展をするなど連携を重ねています。

環境フェスタへの出展

市のイベント等に参加していた
だき、脱炭素に関する啓発をして
いただくことで、家庭部門におけ
る脱炭素化の推進を図る。

8

近況報告③－３ 市域の脱炭素化を推進する施策の取組み状況について



脱炭素社会は、みんなごと の意識で創り出そう！！

ご清聴ありがとうございました。

はだの脱炭素
ｺﾝｿｰｼｱﾑ

永久周知

Ｒ５.６.２

はだの脱炭素
ｺﾝｿｰｼｱﾑ

ｽﾛｰｶﾞﾝ
認定

Ｒ６.３.８

コンソーシアムのお約束（ひとごと→じぶんごと⇒みんなごと）


